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トランプ関税の影響で、中国ではアメリカへの輸出は停滞し、今後も減少し 

ていく見込みのなかで、国内消費の拡大をどんどん促進している。国民に現金 

を配る政策は取らないが、個人所得税の減税、高額医療費に対する補助、消費 

クーポン券の配布、家電製品の買い替え補助金、新エネ車購入の補助金支給期 

間の延長など、目まぐるしく政策が出ている。 

 また、高い AI 技術力を生かし、輸入に頼っていた半導体やハイテク機器の 

内製化の準備が着々と進んでいるとのことです。 

 

 一方では、中国程ではないにしろ、日本も同様にアメリカへの輸出は停滞気 

味になり、今後も減少する見込みなのに、「日本だけは（過去のアメリカ追従 

政策の貢献等で）関税の除外を懇願している」ような状況で、農作物の多少の

購入拡大以外には何も手が打てていない状況には驚くばかりです。 

 

 少なくとも、トランプ大統領が非関税障壁（輸出奨励金）とみなしている、 

「輸出還付金」を廃止するので、例えば税率を（24～25％から）10％以下程度 

まで引き下げて欲しいと交渉すべきと思います。（車庫に入らないような米車 

を大量に買うことはなく、せめて政府や自治体の公用車として少数に留める） 

 

 さらに、日本の自動車産業を取り巻く環境は、AI 技術の遅れから、開発力・ 

製造自動化率・製品力（ソフトのダウンロードで機能 UP）で劣り、EV も PHEV 

も、すでに中国・アジア市場で、中国製に負け始めており、今後中国車が日本 

市場を席巻する可能性があります。（太陽光発電やドローンは中国企業に席巻 

されています。） 

https://www.garden-field.com/_files/ugd/954e39_33638e61051144d08ea7244c775c8016.pdf 

 

 当面日本がすべきこととして、以下の 3項目を提案します。 

 

１． エンゲル係数が急上昇しているので、食料品の消費税を０（＊１）にし、 

財源を、トランプ大統領が非関税障壁（日本は輸出奨励金を出している） 

と非難をしている「輸出還付金」を廃止し充当させ、また高額所得者や

収益をあげている企業の税金を増やし、必要に応じ国債を発行する。 

 

２． 各地方ごとに課題があるとして、各地域ごとに開発費を使う（＊２）の

を止め、共通化されたものを、なるべく広い範囲で行う。 

例えば「環太平洋ニューインフラ友好経済圏」を各国の協力で進める。 

https://www.garden-field.com/_files/ugd/954e39_11b62ff82a0648a3a1cd88d9b1db9f9f.pdf 
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https://www.garden-field.com/_files/ugd/954e39_11b62ff82a0648a3a1cd88d9b1db9f9f.pdf
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３． 中国企業優遇政策を止め、また補助金のバラマキ（＊3）をやめ、国際

競争力のある特許技術や AI 技術等を育てる必要がある。 

例えば、「マイアバター社会」「低速自動運転と人が運転するモード切 

替車」「安全な空飛ぶ車」等を各国の協力で進める。（開発コスト低減） 

https://www.garden-field.com/_files/ugd/954e39_73e6a5d6429040a296de32dd44c7c663.pdf 

 

注１：食料品の消費税を０について 

 食料品の消費税を０にすると、飲食店で大打撃を受けるという、国民民主党

の主張があるが、それなら、飲食に関する売り上げにも消費税０にすればよい。 

 

注２：各地域ごとに開発費を使う（＊）について 

 危険な空飛ぶ車の例では、大阪万博、東京都、静岡県、長野県（飯田市）等 

がほとんど互いに連携なしに独自に進めており、また安全飛行の議論が全くな 

いままに進めており、深刻な税金の無駄遣いがある。 

 

注３：補助金のバラマキ（＊）につて 

 私がクレームをつけているので下火になりましたが、日本全国の各地や研究 

機関（主に大学）で「ブルーカーボン」をやりますといって、補助金だけせし 

めて、（ホームページでは大々的にやっていますよといいながら）実際にはほ 

とんど何もやっていない状況です。 

 多くの開発案件で、このようなことが行われ、予算が膨れ上がり、世界一高 

い税金国になっています。 

https://www.garden-field.com/_files/ugd/954e39_9817771b66df46ebaf342434905a55c8.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「環太平洋ニューインフラ友好経済圏」の構築へ 

「環太平洋ニューインフラ友好経済圏」とは、トランプ関税政策（＝中国経済の縮

小化） に便乗し、日本の悪しき商習慣を見直し、また中国企業偏重政策を見直し

し、全方位での ニューインフラを環太平洋の国々が協力して立ち上げ・共有化し、

24 時間いつでもだれで もが母国語でコミュニケーションをし、移動し、また防

犯・防災・専守防衛システムを構築し、自由で安全な楽しい暮らしを提供し、さら

に加盟国を増やし、全世界でのニューイ ンフラ友好経済圏を構築することで、世界

平和とカーボンニュートラルとを達成をする。 

https://www.garden-field.com/_files/ugd/954e39_11b62ff82a0648a3a1cd88d9b1db9f9f.pdf 

https://www.garden-field.com/_files/ugd/954e39_9817771b66df46ebaf342434905a55c8.pdf

